
 

京都府住宅審議会基本政策部会運営要綱（案） 

 

（設置） 

第１条 住生活基本法（平成 18年法律第 61号）第 17条第１項に規定する計画又は住宅確保

要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成 19年法律第 112号）第５条

第１項に規定する計画を京都府（以下「府」という。）が変更するにあたり、府の住宅政

策に係る課題及び方向性等に関する事項について調査審議させるため、京都府住宅審議会

規則（平成 26年京都府規則第 38号）第７条第１項の規定により、京都府住宅審議会に基

本政策部会（以下「部会」という。）をおく。 

（調査審議事項） 

第２条 部会の調査審議事項は次に掲げるものとする。 

  (1) 府の住宅政策をめぐる状況の分析及び課題の整理に関すること。 

  (2) 府の住宅政策の方向性及び施策の基本的な方針に関すること。 

  (3) 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進及び円滑な入居に関すること。 

（会議の招集） 

第３条 部会長は、部会を招集しようとするときは、あらかじめ期日、場所及び議案を部会

に属する委員及び臨時委員（以下「部会委員」という。）に通知するものとする。 

（欠席の届出） 

第４条 部会委員は、部会に出席できないときは、あらかじめその旨を届け出るものとする。 

（欠席委員からの意見書の提出） 

第５条 会議を欠席する部会委員が議案に関する意見を表明しようとする場合は、あらかじ

め部会長あて書面（以下「意見書」という。）により提出することができる。 

２ 前項により提出された意見書は、部会長が指名する者が会議において報告する。 

（審議結果の報告） 

第６条 部会における審議の結果は、部会長が審議会に報告するものとする。 

（準用） 

第７条 京都府住宅審議会運営要綱第４条及び第７条から第９条までの規定は、部会の運営

について準用する。この場合において、これらの規定中「審議会」とあるのは「部会」と

読み替えるものとする。 

（庶務） 

第８条 部会の庶務は、建設交通部住宅政策課において処理する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和２年 10月２日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年８月 21日から施行する。 
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